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令和４年度人事行政の運営等の状況 

 

１ 職員の任免に関する状況  

１ 採用の状況(令和 4年 4月 1日現在)  

                  （単位：人） 

職種 男性 女性 計 

消防吏員 ９ ０ ９ 

計 ９ ０ ９ 

 

２ 再任用の状況(令和 4年 4月 1日現在)  

                  （単位：人） 

職 種 採用人数 備 考 

一般行政職 ６ 短時間勤務 

 

３ 職位別任用状況（令和 4年 4月 1日現在） 

                                   (単位：人) 

標準的な職名 
消防長 

参与 

次長 

副参与 

課長 

署長 

副課長 

副署長 

分署長 

主幹 合計 

職員数 

消防本部 １ ３ ４ ８ １０ ２６（０） 

消防署   １ ７ ３０ ３８（１） 

計 １ ３ ５ １５ ４０ ６４（１） 

昇任者数(令和 4年度) ０ ０ ０ １ ４  ５ （１） 

  （注）（ ）内は女性数であり、内書きとする。 

 

４ 退職の状況 

                  (単位：人) 

事由 男性 女性 計 

定年 ４ ０ ４ 

勧奨 ０ ０ ０ 

その他 ５ ０ ５ 

計 ９ ０ ９ 
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２ 人事評価の状況  

１ 人事評価の状況について 

評定の種類 概 要 評定の活用 対象人数 

人事評価 人事評価制度は、全職員を対象に、職員がそ

の職務を遂行するに当たり発揮した能力・勤

務態度に基づき評価する「能力評価」・「勤務

態度評価」と業績に基づき評価する「業績評

価」を実施しています。 

評価結果は、本人に通知し、今後の人材育成

に活用するとともに、次年度以降の人事異動

等の参考資料にしています。 

勤務手当、昇給、 

昇任昇格 

197人 
※育児休業等

は除きます。 

 
２ 勤務成績の評定について 

評定の種類 概 要 評定の活用 対象人数 

新規採用職員 

勤務評定 

地方公務員法で定められた 6 ヶ月の条件付採

用期間の勤務を評定します。 

正式採用 9人 

 
３ 人件費、職員の給与の状況  

１ 総括 

(1) 人件費の状況(普通会計決算)  

区 分 住民基本台帳人

口（4 年度末） 歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 
人件費率    

（Ｂ／Ａ） 

（参考）3年度

の人件費率 

令和 

４年度 

R5.3.31  

169,677人 
 千円 

2,446,522 

千円 

158,837 

千円 

1,812,701 

％ 

74.1 

％ 

75.9 

 

(2) 職員給与費の状況(普通会計決算)  

区 分 職員数 

（Ａ） 

給与費 職員１人当たり

給与費（B/A） 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

令和 

４年度 

人 

216  

千円 

759,034 

千円 

292,796 

千円 

321,372 

千円 

1,373,202 

千円 

6,387 

(注) 1 職員手当には退職手当は含みません。 

(注) 2  職員数は令和 4年 4月 1日現在の人数です。 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

(1)  職員の平均年齢、平均給料月額(令和 4年 4月 1日現在)  

区 分 平均年齢 平均給料月額 

坂戸・鶴ヶ島消防組合 ３６．３歳 300,767円 

（注）「平均給料月額」とは、令和 4年 4月 1日現在における職員の基本給の平均です。 
 

(2)  初任給の状況(令和 4年 4月 1日現在) 

区 分 坂戸・鶴ヶ島消防組合 
坂戸市 

（一般行政職） 

国 

（一般行政職） 

大学卒 201,200円 188,700円 185,200円 

高校卒 171,700円 160,100円 154,600円 
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(3)  職員の経験年数別・学歴別平均給料月額(令和 4年 4月 1日現在)  

区 分 経験年数 10年 経験年数 20年 経験年数 25年 経験年数 30年 

大学卒 275,300円 － － － 

高校卒 235,400円 －  － 383,088円 

（注）各経験年数に該当する職員がいない場合は「－」で表示してあります。 

 

３ 級別職員数等の状況                                                                                                                      

(1)  級別職員数(令和 4年 4月 1日現在)  

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の 

給与月額 

最高号給 

の給与月額 

1級 
主事補 

 人 

40 

% 

18.5 

円 

146,100 

円 

247,600 

2級 主事 37 17.1 195,500 304,200 

3級 主任 28 13.0 231,500 350,000 

4級 主査 47 21.8 264,200 381,000 

5級 主幹 40 18.5 289,700 393,000 

6級 課長、署長、副課長、副署長 20 9.3 319,200 410,200 

7級 次長、副参与 3 1.4 362,900 444,900 

8級 消防長、参与 1 0.5 408,100 468,600 

（注）1 坂戸・鶴ヶ島消防組合職員の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

   2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 
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(2)  昇級への人事評価の活用状況 

令和４年４月１日から 

令和５年４月１日までにおける運用 

管理職員 一般職員 

人事評価を活用している 〇 〇 

 
活用している昇給区分 

昇給可能な 

区分 
昇給実績が

ある区分 

昇給可能な 

区分 
昇給実績が

ある区分 

上位、標準、下位の区分     

上位、標準の区分     

標準、下位の区分 〇  〇 ○ 

標準の区分のみ（一律）  ○   

 

４ 職員手当の状況 

(1) 期末・勤勉手当（令和 4年 4月 1日現在） 

坂戸・鶴ヶ島消防組合 国 

(令和３年度、令和４年度) 

1人当たり平均支給額 

３年度 1,569千円 

４年度 1,462千円 

― 

(令和３年度、令和４年度支給割合) 

  ３年度 

期末手当  勤勉手当 

 2.4月分  1.9月分 

（1.35月分） (0.9月分） 

  

４年度 

期末手当  勤勉手当 

 2.4月分   2.0月分 

（1.35月分）  (0.95月分） 

(令和３年度、令和４年度支給割合) 

   ３年度 

期末手当  勤勉手当 

2.4月分   1.9月分 

（1.35月分） (0.9月分） 

 

４年度 

期末手当  勤勉手当 

2.4月分    2.0月分 

（1.35月分）  (0.95月分） 

(加算措置の状況) 

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

 役職加算 5～20％ 

(加算措置の状況) 

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

 役職加算 5～20％ 

管理職加算 10～25％ 

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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〇勤勉手当への人事評価の活用状況 

令和４年度中における運用 管理職員 一般職員 

人事評価を活用している 〇 〇 

 
活用している成績率 

昇給可能な 

成績率 
昇給実績が

ある成績率 

昇給可能な 

成績率 
昇給実績が

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率 〇  〇  

上位、標準の成績率  ○  ○ 

標準、下位の成績率     

標準の成績率のみ（一律）     

 

(2) 退職手当(令和 4年 4月 1日現在) 

坂戸・鶴ヶ島消防組合 国 

（支給率）   自己都合  応募認定・定年 

勤続 20年  19.6695月分 24.586875月分 

勤続 25年  28.0395月分  33.27075月分 

勤続 35年  39.7575月分   47.709月分 

最高限度額  47.709月分   47.709月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置(2～45%加算) 
１人当たり平均支給額 

      19,564千円 

（支給率）  自己都合  応募認定・定年 

勤続 20年  19.6695月分 24.586875月分 

勤続 25年  28.0395月分  33.27075月分 

勤続 35年  39.7575月分   47.709月分 

最高限度額  47.709月分   47.709月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置(2～45%加算) 

(注) 退職手当の 1 人当たり平均支給額は、令和４年度に定年退職した全職種に係る職員に支

給された平均額です。 

 

 (3) 地域手当(令和 4年 4月 1日現在) 

支給実績(令和４年度決算) 82,166千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額(令和４年度決算) 383,953円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率) 

坂戸市 10％ 214人 10％ 

 

(4)  特殊勤務手当の状況（令和 4年 4月 1日現在） 

支給実績(令和４年度決算) 21,296千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額(令和４年度決算) 127,520円 

職員全体に占める手当支給職員の割合(令和４年度) 78％ 

手当の種類(手当数) 5 

手当の名称 支給を受ける者の範囲 
左記職員に対する支給

単価 
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 ① 火災出動手当    消火作業等に従事したとき 
  新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に対処するための活動に従事したとき 

1回    300円 
1日 3,000円又は 4,000円 

1,000 円又は 1,500 円 

 ② 救急出動手当    救急作業等に従事したとき 
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に対処するための活動に従事したとき 

1回    200円 

救命処置を施した場合

救急救命士のみ 

1回   500円 
1 日 3,000 円又は 4,000 円 

1,000 円又は 1,500 円 

 ③ 救助出動手当    救助作業等に従事したとき 
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に対処するための活動に従事したとき 

 1回    300円 
1日 3,000円又は 4,000円 

1,000 円又は 1,500 円 

 ④ 機関員手当    機関の業務に従事したとき 

 機関員 

１当務 150円 

副機関員 

１当務 100円 

 ⑤ 深夜特殊業務手当 
   午後９時３０分から翌日の午前６時３０分

までの間当務したとき 
 １当務 600円 

 

(5) 時間外勤務手当 

支給実績(令和４年度実績) 42,156千円 

職員 1人当たり平均支給年額(令和４年度決算) 386,754円 

支給実績(令和３年度実績) 36,880千円 

職員 1人当たり平均支給年額(令和３年度決算) 271,176円 

 

(6) その他の手当(令和 4年 4月 1日) 

手当名 内容及び支給単価 

国の

制度

との

異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(令和４年

度決算) 

支給職員 1

人 当 た り

平 均 支 給

年額(４年

度決算) 

扶養手当 
扶養親族のあるすべての

職員 
同  

千円 

27,953 

   円 

254,117 

住居手当 

・自ら居住するための住

居を借り、月額 12,000円

以上の家賃を支払ってい

る職員 

・所有する住宅に居住し

ている職員で世帯主 

異 

持ち家の手当額 

国  : なし 

本組合：5,500円 

21,310 394,621 

通勤手当 

片道 2km 以上で交通機関

や自動車等を利用しなけ

れば通勤が困難な職員 

同  12,785 64,246 
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管理職手当 

管理、監督の地位にある

職員に定額で支給 

42,000円～70,000円 

同  34,320 572,000 

管理職員特

別勤務手当 

管理職手当の支給を受け

る職員が公務の運営の必

要により週休日又は休日

等に勤務した場合 

同  2,339 54,395 

 

５ 特別職の報酬等の状況  (令和 4年 4月 1日現在) 

区 分 報酬月額等 

報 
 
 

酬 

管理者 

副管理者 

24,000円 

18,500円 

議長 

副議長 

議員 

19,500円 

18,500円 

17,500円 

期
末
手
当 

管理者 

副管理者 

(令和４年度支給割合) 

4.4月分 

議長 

副議長 

議員 

(令和４年度支給割合) 

4.4月分 

 

６ 職員数の状況 

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 

(各年４月１日現在) 

     区 分 

部 門 

職 員 数 
対前年

増減数 
主な増減理由 

令和３年度 令和４年度 

特別行

政部門 
消 防 ２１５ ２１６ １  

合  計 ２１５ ２１６ １  

(注) 職員数は一般職に属する職員数です。 
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(2) 年齢別職員構成の状況(令和 4年 4月 1日現在) 

 
 

  

(3) 職員数の推移 

（単位：人・％） 
年度 

部門別 
平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 

過去５年間の 

増減数（率） 

消防職 199 205 211 212 213 214 
14 

（9.2％） 

一般行政 5 4 2 2 2 2 
-3 

（-0.5％） 

総合計 204 209 213 214 215 216 
11 

（8.0％） 
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～
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～
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(人) 
6 31 38 12 24 24 6 23 32 4 10 6 216 



 9 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況  

１ 勤務時間の概要 

職員の勤務時間は、一週間当たり 38 時間 45 分と定められており、毎日勤務者においては

毎週月曜日から金曜日までの、それぞれ午前 8時 30分から午後 5時 15分まで（1日につき 7

時間 45分とする。）の勤務となります。 

また、交替制勤務者においては、午前 8時 30分から翌日の午前 8時 30分まで（1当務につ

き 15時間 30分とする。）の勤務となります。 

 

２ 休暇の種類 

職員の休暇には、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇があります。それぞれの

概要は以下のとおりです。 

＜年次有給休暇＞ 

労働基準法第 39条の諸規定に従って与えられる有給による休暇であり、年度毎に最高 20

日間付与され、前年度からの繰越分を含めると最高 40日間となります。 

＜病気休暇＞ 

勤労意欲があっても負傷又は疾病のために勤務することができない職員に対し、医師の

証明等に基づき、最小限度必要と認められる期間、その治療に専念させる目的で設けられ

た有給の休暇です。 

＜特別休暇＞ 

選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故等特別の事由により職員が勤務しないこと

が相当である場合に認められる有給の休暇です。（種類及び日数は下表のとおり） 

＜介護休暇＞ 

   配偶者、父母、子、配偶者の父母等の親族で負傷、疾病又は老齢により 2 週間以上にわ

たり日常生活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤務しないことが相当であると

認められる場合における無給の休暇です。 

 

（主な特別休暇の種類及び日数） 

項 目 日 数 

(1)  選挙権その他公民として権利を行使する

場合 

必要と認められる期間 

(2)  証人、鑑定人、参考人等として国会、裁

判所、地方公共団体の議会その他官公署へ

出頭する場合 

必要と認められる期間 

(3)  出産の場合 

 

出産予定日 6週間（多胎妊娠の場合には 14週

間）前から産後 8週間を経過するまでの期間 

(4)  妊娠中及び出産後 1 年以内の職員が母子

保健法に規定される保健指導、健康診査を

受ける場合 

1 回につき 1 日の範囲内で必要と認められる

時間 

(5)  妊娠中の職員が通勤に利用する交通機関

の混雑の程度が母体又は胎児の健康保持

に影響があると認める場合 

1 日を通じて 1 時間を超えない範囲内で必要

と認められる時間 

(6)  生後 1年に達しない子を育てる場合 1日 2回それぞれ 30分間 

(7)  忌引の場合 （例）配偶者、父母（血族）の場合７日、子

（血族）の場合 5日、伯叔父母の場合 1日 

(8)  結婚の場合 5日の範囲内で必要と認められる期間 

(9)  妻の出産の場合 3日の範囲内で必要と認められる期間 

(10)職員の妻の出産に際して出産にかかる子 5日の範囲内で必要と認められる期間 
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及び小学校就学前の子を養育する場合 

(11)小学校就学前の子を看護する場合 一の年において 5 日の範囲内で必要と認めら

れる期間（対象となる子が 2 人以上の場合は

10日） 

３ 年次有給休暇の取得状況 

年 総取得日数 取得人数 平均取得日数 

令和４年度 2,281.9日 214人 10.7日 

令和３年度 2,410.7日 213人 11.3日 

 ※平成 30年度から年次休暇の付与日が 4月 1日になりました。 

 

４ 時間外勤務の状況 

年度 総時間外勤務時間 支給対象人数 
支給職員一人当たり 

月平均時間外勤務時間 

令和４年度 15,947時間 141人 9.4時間 

令和３年度 12,541時間 136人 7.7時間 

 

５ 職員の休業に関する状況  

１ 育児休業 

育児休業とは、職員が任命権者の承認を受けて３歳に満たない子を養育するため、子が３

歳に達する日までの期間を限度として、職務に従事しないことを可能とする制度です。育児

休業をしている期間について、給与は支給されません。 

 

２ 部分休業 

部分休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その３歳に満たない子を養育するため１

日の勤務時間の一部（２時間を限度）について勤務しない制度で、休業した期間の給与は減

額されます。 

 

      休業の種類 

休業者の内訳 

 

育児休業 

  

部分休業 

 

うち新規 うち新規 

取得者合計 6 4 3 2 

 うち女性 2 0 2 1 

うち男性 4 4 1 1 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況  

１ 分限処分の状況 

                                      (人)  

事由                      種類 降任 免職 休職 計 

勤務成績がよくない場合 0 0  0 

心身の故障の場合 0 0 1 1 

職に必要な適格性を欠く場合 0 0  0 
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職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合 0 0  0 

刑事事件に関し起訴された場合   0 0 

条例で定める事由による場合   0 0 

計 0 0 1 1 

 

２ 懲戒処分の状況 

                                        (人)  

事由                    種類 免職 停職 減給 戒告 計 

法令に違反した場合 0 0 0 0 0 

職務上の義務に違反し、又職務を怠った場合 0 0 0 0 0 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 

 

７ 職員の服務の状況  

１ 職務専念義務免除の状況  

人間ドック 

（脳ドック等含む） 
リフレッシュ休暇 その他 合計 

2件 9件 133件 144件 

 

２ 営利企業等従事状況 

地域活動 研修等講師 その他 合計 

0件 0件 1件 0件 

 

 

８ 職員の研修の状況  

１ 学校研修 

研   修   名 日  数 参加者数 実 施 機 関 等 

第１４５期・第１４６期初任教育 １０３日 １０人 埼玉県消防学校 

第１８期警防科 ９  ２     〃 

第１３期予防査察科  ９ ２     〃 

第１４７期・第１４８期・１４９期救急科 各３４  ９     〃 

第３６期救助科 １９  ２     〃 

第５０期初級幹部科 ９  ２     〃 

第２３期救急救命士養成教育訓練 １５５  １  埼玉県消防学校救急救命士養成課程 

第１回・第２回救急救命士養成事前教育訓練 各３  ２     〃 

第１７回警防活動教育 ７  ２  埼玉県消防学校 

第１３・１５回実火災訓練教育 各１ ２     〃 
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第１１期特殊災害科 ７  ２  埼玉県消防学校 

救急救命士特別教育訓練（指導救命士養成研修） １６  １     〃 

救急救命東京研修所第６３期研修 １２６  １  救急救命東京研修所 

２ その他の研修 

研   修   名 日  数 参加者数 主 催 機 関 等 

衛生管理者受験講習会   ３日  １人 (一財)地方公務員安全衛生推進協会 

潜水技術研修 ５  １  
ニッスイマリン工業株式会社 

日本サバイバルトレーニングセンター 

２級小型船舶操縦士免許取得講習 ３  ２  ヤマハボートスクール 

玉掛け、小型移動式クレーン技能講習 ３  ２  江南クレーン技能教習所 

酸素欠乏・硫化水素危険作業技能講習 ３  ２  (一財)日本産業技能教習協会 

ガス溶接技能講習 ２  １  (一社)労働技能講習協会 

惨事ストレス初級研修 ２  １  
筑波大学 働く人への心理 

支援開発研究センター 

消防・救急緊急自動車運転技能者課程 ４  １  自動車安全運転センター 

課長級、課長補佐級、中級、主査級、職

員採用研究会、地方自治法 A、ｸﾚｰﾑ対応、

議会答弁・報道機関対応、ﾌｫﾛﾜｰｼｯﾌﾟ、

OJT 促進、説明ｽｷﾙ向上 

各１～３ ２５  彩の国さいたま自治人材開発センター 

人事評価制度研修 ３ １７６ (株)インソース 

西部五市町共同研修会初級職員研修 ３   ３ 西部五市町共同研修会 

MCLS（集団災害研修標準コース） １  １ （一社）日本救急医学会 

JPTEC（病院前救護外傷セミナー） １   ２ （一社）日本災害医学会 

第３１回 NIRS 放射線事故初動セミナー ４   １ 
国立研究開発法人量子科学技術研

究開発機構放射線医学総合研究所 

第６０回救急隊員学術研究会 １ ４ （一社）日本救急医学会 

 

９ 職員の福利及び利益の保護の状況  

１ 福利厚生制度に係る負担状況 

(1) 共済組合への負担金の状況 

  ・共済組合の事業を運営する費用は、組合員である職員の掛金と使用者である坂戸・鶴ヶ

島消防組合の負担金によって賄われています。坂戸・鶴ヶ島消防組合の負担率は法定され

ており、令和３年度は次のとおりです。 

共済組合の名称 負担金の額 

埼玉県市町村職員共済組合 270,605,959円 

 

(2) 補助金の負担状況 

名 称 金 額 

職員自己啓発事業補助金 983,200円 
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２ 公務災害の発生状況 

名 称 件 数 

公務災害 ０件 

 

10 勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する不服申立ての状況  

 令和４年度の公平委員会への勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する審査請求

の状況は、ありませんでした。 

 

11 職員の退職管理の状況 

 退職管理とは、地方公務員法及び坂戸・鶴ヶ島消防組合職員の退職管理に関する規則に基づ

き、当消防組合を退職した後に営利企業等に再就職した元職員が、職員に対して、職務上の行

為をするように依頼等をすることを規制し、公務の公正な執行を確保しています。 

 なお、令和４年度における依頼等はありませんでした。 


